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1. はじめに

l 

世界農業には，本源的生産要素といわれる労働および土地の生産性において

大きな格差が存在する。しかもその格差は，縮小するどころか近年ますます拡

大しつつあるといわれている(1 )。

しかも，生産性の高い国は豊かな先進国であり，低い国は貧しい発展途上国

であることが多い。すなわち，豊かな先進国はますますその生産性を高め，貧

しい途上国の生産性はますます停滞するという図式が，世界農業において成立
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しているといえる。このような世界農業における南北問題ともいえる現象は，

経済的公正の見地からゆゆしき事態であれなんとか解決されねばならない。

先進国と途上国の農業生産性格差を縮小するためには，途上国が先進国より

も高い率でその生産性を上昇させねばならない。先進国の生産性も高いペース

で上昇しているため，途上国農業は極めて高い生産性の向上を達成せねばなら

ない。

それが可能となるためには，途上国は自国の農業がおかれている自然・経済

的特徴を理解し，その国に適した農業技術の開発・普及を図らねばならない。

つまり途上国農業の理解とその発展要因の摘出が必要なのである。

本稿では発展途上にある地域としてアジア，アフリカ，ラテン・アメリカを

とりあげる。また，先進地域すなわち途上国農業の catch-upの対象となる地

域としてヨーロッパをとりあげるは〉。 以上4地域の農業構造を分析し，各地

域における農業発展の keyfactorを模索する。

注(1) 川越(17)による冨際聞の農業生産性比較によると， 1960年において労働生産性

は，最も低いバソグラディシュの 2.0WU/人から，最も高いユュージーラ γ ドの

140WU/人に及ぶ。ただし WUは WheatUnit (小麦単位〕である。土地生産性

はリピアのO.05WUjhaから台湾の 10.34WUjhaに及ぶ。しかも 1980年には，労働

生産性の格差はパγグヲデイシュの1.8 WUj人からアメロカの 285WUj人に拡大

し，土地生産性の格差はりピアの0.14WUjhaから台湾の 18.65WUjhaに拡大した。

(2) ヨーロッパはアジア 77リカ，ラテソ・アメリカと較べると，土地資源，労働

資源の賦存状況が異なるため， catch-upの対象とはならないのではなL、かという意

見もあろう。しかしヨーロッバは上記3開発途上地域と比較すると，資源賦存状況

はそれ程大き〈違わず，かつ労働生産性，土地生産性ともにはるかに高い。したが

ってヨーロ yパを catch.upのlつの目標とみることは適切であると考えられる。

2. 分析にあたって

(1) 分析のフレーム・ワーク

(ア〉 方法齢

Hayami-Ruttan (11Jは農業における本源的生産要素である土地と労働の生
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産性格差をもたらすものは非農業起源の近代的投入財(化学肥料，農業機械

等)であることに注目した。彼らは誘発技術進歩理論を用いて以下のことを示

した(1 )。

相対的に土地が豊富で労働が希少な目では，相対的に高価格である労働が農

業生産における主要な制約要因であるため，主として農業機械を労働に代替さ

せることにより労働生産性を上昇させる方向への農業成長が行なわれる。逆に

土地が希少で労働が豊富な国では，土地が制約要因であるため，化学肥料を土

地に代替させることにより土地生産性を上昇させる方向への農業成長が行なわ

れる。

また，農業機械の労働への代替が進行するのは農業機械が労働に対して相対

的に安価になるためであり，化学肥料の土地への代替も化学肥料が土地に対し

て相対的に安価になることより生じる。そのような機械や肥料の価格低下は非

農業部門の進歩すなわち産業化とともに生じる。

本稿ではその理論的基盤を Hayami-Ruttanにおく。農業の生産技術を以下

のように定式化する。

① 農業における本源的生産要素である労働および土地の生産性は，農業に

おける moderntechnologyである mechanicaltechnology (以下M 技術と

よぶ)および bio-chemicaltechnology (以下 BC技術とよぶ)の進歩ととも

に高まる傾向がある。

M技術とは，トラクターに代表される非農業起源の農業機械が労働に代替す

る技術であり， BC技術とは，化学肥料に代表される非農業起源の経常投入財

を単位面積当たりの土地に増設することにより土地生産性を上昇させる技術，

すなわち一般には経常投入財が土地に代替する技術といわれているものであ

る(2)。

② さらに moderntechnologyの進歩は非農業部門の進歩すなわち経済発

展にともなっておこる。

③ また moderntechnologyの進歩の方向，すなわちM技術と BC技術の

どちらが主に進歩するかについては，その国の資源賦存状況が大きな影響を及
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ぼすと考える。

以上②と③をまとめると 2次元の moderntechnologyのベクトルMT=

(M技術， BC技術〉は，その絶対値は主として経済発展により規定され， そ

の方向は主として資源賦存により規定される，ということになる。

(イ〉 分析の順序

① 対象地域内および地域聞の簡単な国際比較を行なう。

Hayami-Ruttan [l1J， [12J. Kawagoe-Hayami-Ruttan [16J. Yamada-

Ruttan [25J，川越[17J等の一連の研究で対象とされていたのは世界全体であ

り，特定の地域に的を絞ったものではなかった。それに対して山田 [26J，[27) 

は，上記の研究ではアジア・タイプ・グループ。としてひとまとめに扱われたア

ジア諸国農業にスポットをあて，アジア内部における各国の同質性と異質性を

考慮し， 国際比較および地域区分を行なった〈幻。 山田の分析はアジアという

特定地域内の分析であるため，世界全体のグローパルな国際比較と較べると，

より詳細で実態に近いものといえよう。

本稿も対象となるアジア，アフリカ，ラテン・アメリカ， ヨーロッパの農業

構造の地域的な特性の把握を目的とするため，直接グローパノレな国際比較は行

なわずに，各地域へbreakdownした上で国際比較を行なう。また，地域の特

徴を明確にするため，地域聞の比較も行なう。

② modern technology の進歩に対する経済発展と資源賦存の影響を分析

する。

@ 農業生産関数の計測により，各地域の農業構造を把握する。

④ 成長会計分析により，農業成長の要因を摘出する。

(2) 分析指標

① 農業生産(y)

各国の農業は種々の農産物を，異なる価格体系のもとで生産している。国際

比較を可能にするためには，それらの農産物を共通の単位に変換しアグリゲー

トせねばならない。本稿では対象地域ごとに地域のウェートを使用して農産物
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を小麦単位 (WheatUnit)に変換して，国別の集計量を求めた。

②土地 (A)

農業に投入される本源的生産要素といわれる土地であるが，ここでは耕地と

永年牧草地の合計である農地を使用する。

③労働 (L)

土地と同じく農業における本源的生産要素といわれる労働である。それは

sow量でとるほうがstock量でとるよりも望ましいことはいうまでもないが，

統計の都合上 stock量を使うしかない。農業部門における経済活動人口を使用

する。それは男女両方を含む値である〈的。

④ 経常投入財 (F)

非農業部門から供給される経常投入財はその種類も多くすべてをとりあげる

ことはできないし，異なる経常投入財の相対的重要性を示すウェートも確立し

ていない(日。 本稿では化学肥料を非農業部門から供給される経常投入財全体

を表わす代理変数として使用する(6)。

⑤ 農業機械 (T)

非農業部門から供給される農業機械全体を表わす代理変数としてトラクター

台数を使用するくり。

⑥ 非農業労働力率(1)

非農業部門における経済活動人口の総経済活動人口に対する比率である。広

義の工業化の指標であるといわれる非農業労働力率であるが，本稿では経済発

展の指標として使用する (8)。

⑦ 土地ー労働比 (AjL)

農業労働者1人当たり農地面積のことである。農業における本源的生産要素

である土地と労働の資源賦存状況を表わすノξロメーターと考える。

⑧ 土地当たり肥料投入 (FjA(9))

各国の化学肥料使用量を農地面積で除した値であり，農地面積1ha当たりに

投入される化学肥料の平均を表わす。本稿ではこの値を， BC技術の進歩を示

す指標と考える(10)。
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⑨ 労働当たりトラクター投入 (TjLCll))

農業における M 技術の進歩を示す指標と考える(12)。

(3) データ

データは後述する78カ国について， 1963年， 1970年， 1980年について集計

されている。

① 農業生産 (Y)

耕種部門および畜産部門で生産された農産物の総量としての農業生産である。

t固におけるj農産物の生産量を YiJとし i国が属する地域hのj農産物

についての小麦単位への変換ウェートを Wlとすると i国の農業生産は小

麦単位でお=:EWlYijにより計算できる(13)。

本稿ではまず，アフリカ，ラテン・アメリカ，ヨーロッパについては 1980年

の各国の農業生産を推計した。ただしそれは1979-81年の3カ年平均である。

つぎに 1980年の農業生産を FAOの農業生産指数(indexnumbers of total 

agricultural production)を使って変換することにより， 1970年と 1963年の

生産を推計した。ただしそれぞれ1969-71年， 1961-65年の平均である。

アジアについては山田 (27Jの研究が存在するため， 1963年と 1970年につ

いてはその値を使用した。それぞれ1961-65年， 1968-72年の5カ年平均で

ある。 1980年については， 1970年の値をベースに FAOの農業生産指数を用

いて推計した。これは1979-81年の平均である。

なお，データの出所は， 1963年と 1970年の農業生産以外はすべて FAO(8J 

である。

②土地 (A)

前述したように耕地と永年牧草地を単純合計した農地面積である。1963年に

ついては 1961-65年の平均， 1970年については 1969-71年の平均， 1980年に

ついては単年度の値である。また，原統計値が時系列で不連続な動きを示した

り誤っていると思われる場合には，適切な修正をほどこした値を使用した〈問。

出所は FAO(8Jである。
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③労働 (L)

農業部門における経済活動人口 (economicallyactive population in agri-

culturのである。ただし農業部門といっても第1次産業部門のことであり，林

業や水産業をも含む値である(15)。 出所は FAO(8Jであり， 単年度の値であ

る。

④肥料 (F)

N， P.O.および K.Oの合計値である。 1963年については 1961-65年の平

均， 1970年は 1969-71年の平均， 1980年については 1979-81年の平均であ

る。出所は FAO(8J， (7Jである(16)。

⑤ トラクター (T)

トラクター台数，ガーデントラクター台数ともに， 1963年については 1961-

65~年の平均， 1970年については 1969-71年平均， 1980年については単年度の

値である。

ただしガーデントラクターについては 1975年以降の統計値が得られない。

したがってアジア以外の地域についてはガーデントラクターは無視してトラク

ター台数のみを使用した。これらの地域では，ガーデントラクター台数はトラ

クター台数と比較して少ないために，その馬力数をも考慮すると，無視しでも

大過はないと判断したからである。

さてアジアであるが， トラクターと較べて相対的にガーデントラクターの使

用台数が多い国がある。そこでガーデントラクター 1台はトラクター 1/5台に

相当すると仮定して，両者を合計した(17)。またガーデントラクターの 1980年

の値については，その統計値が得られないため， 1974年の値で代用した。

⑥ 非農業労働カ率 (1)

前述したとおり総経済活動人口に対する農業部門の経済活動人口の比率であ

るが，それは林業や水産業における人口も含んでいることをつけ加えておく。

出所は FAO(8Jである。

⑦ 国民1人当たり GNP

出所は世界銀行 (21Jである。
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(4) 対象国

対象国は78カ国であり，第1図に示されている。

(ア〕 アジア

インドより東の 16カ国である(18)。これらの地域は自然条件，農業構造にお

いてかなり共通した性質がみられる。

(イ〉 アフリカ

アフリカは対象とする 4地域のなかで，最もデータが不備な国が多かった。

したがって今回の分析では対象国は 18カ国にとどまった。

(ウ〉 ラテン・アメリカ

対象国は 21カ国であり，人口 50万人にもみたない島国は除かれている。

第 l図分析対象国
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(ヱ〉 ヨーロ'"パ

対象国は23カ国である。そのうち社会主義国が8カ国含まれている。

注(1) 誘発技術進歩理論については Hicks[14Jを，その農業部門への適用については

Binswanger (2J.川越 [18Jを参照されたい。

(2) 経常投入財は土地と代替関係にあるだけではなし労働とも代替関係にある。

(3) 山田 [26Jは， rアジア農業を一つのわし一つのバターンに還元してしまうのは
非常に危険と思われる。」と述べている。

(4) 本稿の分析対象は主に発展途上国でらる。途上国農業における女子労働力の重要

性を考慮すると男女合計値をと
、"‘
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るのは十分意味があることで怠

る。ただし単純合計でなく男女

間にウエートづけをすることが

望ましいが，男女別の統計が得

られないため行なえなかった。

(5) 山田 [27Jは，肥料と農薬を

相対価格でウエートすることは

困難であるとして，その合計重

量を求めている。

(6) 単なる経常投入財の物的投入

量を代理するだけでなしその

背景にある経常設入財使用的な

技術開発の費用，すなわち研究

投資額をも代理していると考え

られる。

(7) トラクター台数もその圏のエ

学技術の進歩を代理していると

考えられる。トラ Fターの場合，

自国で生産した場合にはその台

数は工学技術水準をも内包して

おり，他国から購入した場合に

は単なる物的投入量を示すこと

になるが，前者のケースが多いと考える。

(8) 速水 (13Jは，非農業労働力率は非農業粗付加価値率とともに広義の工業化を代

表する最適な指標である，と述べている。

第 1図つづき
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(9) 以後本稿において肥料投入と Lづ場合には，その背景にある経常設入財の投入ー

般を代表しているものと考える。

同 実際には土地当たり肥料投入の増加が生じるのはつぎの2つのケースがある。①

肥料の相対価格の低下が生じたとき。これは同一生産関数上の変化である。②土地

に対して肥料使用的な技術変化が生じたとき。これは生産関数のシフトである。そ

して国際間の土地当たり肥料投入の差は，相対価格の差と肥料使用的技術水準の差

によるものと考えられる。

{11) 肥料投入と同様， トラクター投入も機械投入一般を代表している。

{12) 労働当たりトラタ ター投入の増加が生じるのも，土地当たり肥料投入の場合と同

様，①相対価格が変化した場合，②技術変化が生じた場合，の両方のケースがある。

そして国際的な投入水準の差は両方の原因により生じていると考えられる。

同 ウエートについては， FAOの極東ウエート，アフリカウエート，ラテン・アメ

リカウエー九百ヨーロッバウェートを使用。。4) 途上国データではとくに氷年牧草地が不正確であることが多い。同一年について
のデータであっても収録されている年度によって値の異なる場合がある。そのとき

は新しいデータのほうを正しいとして修Eした。

同 たとえば速水 (13)では変換係数を用いて第1次産業就業人口から農業就業人口

を推計している。しかし本稿では主たる対象国は発展途上国であり統計上の制約の

ため変換係数の導出は極めて困難であり，恋意性も避けられない。したがってその

ような作業は行なわず第一次産業就業人口で代表した。

側土地データと同じ原則により修正したものもある。

同 トラクターの平均馬力数は近年大きくなっている。したがって変換率もそれを考

慮するほうが墓ましいが， 正確なデ-!Jがないためとりあえず1963年， 1970年，

1980年で同ーの変換率を使用した。

なおガーデントラ ~!J- 台数の 1980 年の値については， その統計値が得られな

いため， 1974年の傭で代用した。これは日本や韓国のようにトヲクターと較べてガ

ーデγ トラクターの使用台数が多い国の機械化を過少に評価することになる。代替

案としてガーデントラク ターの増加年率は， 1970-80年は1963-70年の⑦1/3で

おった(1)1/2であった⑫同じであった，ケースを考えた。しかし⑦， (1)，⑫のいず

れのケースでも過大評価が著しい(とくに日本〉ため採用しなかった。なお1980年

のガーデγ トラ Fターの台数の仮定が変わっても，生産関数の推定値にはほとんど

影響しないことをつけ加えておく。

品司 同じアジアであってもイン Y以東の東アジアとパキスタン以西の酉アジ 7ではか

なり異なる地域であると考えられる。まず降水量については東アジアが湿潤なモ γ

スーン気候であるのに対し，百7ジ7は乾燥した砂漠気候である。文化的には酉7

ジアはイ丸ラム閣に属する。農業における土地労働比も東アジ 7は約1ha/人であ
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るのに対し，西アジアは約9ha/人と大きい。

当初はアジアを東アジアと西アジアの2地域に分けて分析していたが，西アジア

における永年牧草地統計の精度の低さ，政治的に不安定な状態にある国が多いため

統計の信頼性に疑問がある点，等を考慮し今回は東アジ 7でアジアを代表させるこ

とtこした。

3. データの国際比較

ここでは簡単な国際比較を，もっぱら 1980年のデータについて行なう。なお

第1表から第6表において各国は， 1980年における土地ー労働比が小さい国か

ら大きい国へと並べられている。

(1) 経済発展水準

ヨーロッパが最も高く，ラテン・アメリカ，アジア，アフリカと続く(1)。ラ

テン・アメリカは発展水準が均質であるが，アジアはばらつきが大きい。

(2) 土地一労働比

ラテン・アメリカが最も大きく，ヨーロッバ，アフリカ，アジアと続く。最

大のラテン・アメリカは最小のアジアの約20倍にも及ぶ。 また， 1963年から

1980年にかけての変化をみると，ヨーロッパのみは増加し，アフリカとアジア

では減少している。

(3) 土地生産性

ヨーロッパが最も高く，アジア，ラテン・アメリカ，アフリカと続く。 1963

年から 1980年にかけての変化をみると 4地域ともだいたい 2%強の成長率

であったことがわかる。

(4) 労働生産性

ヨーロッパが最も高く，ラテン・アメリカ，アフリカ，アジアと続く。最高の
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第 I表 l人当たり GNPと非農業労働力率

GlN人P当3)たり
非農業労働力率

(ドル〕 C?の 年(ポ平イ均γ変ト化) 

lヲ80 1963 1980 lヲ63-1ヲ80

7 ジ 7 .，1) 25.54 33.17 0.44 

韓 国 1，520 42.27 63.61 1. 26 
バ γグラディシュ 130 15.33 24.89 0.56 
J、。 ト ナ ム 180*2) 19.93 32.52 0.74 

::!t 朝 鮮 1，325* 40.96 57.20 0.96 

ネ ~ミ 一 ノレ 140 5.86 7.04 0.07 

中 国 290 18.23 25.76 0.44 

日 本 9，890 70.35 88.84 1.09 
インドネシア 430 27.67 42.7ヲ 0.89 

イ ン' ド 240 26.21 30.27 0.24 
スリランカ 270 43.75 46.64 0.17 

タ イ 670 17.45 29.11 0.69 

フイ リピ γ 690 40.71 48.23 0.44 
フ オ ス -80 18.12 24.25 0.36 

ビ ノレ ーマ 170 34.29 47.01 0.75 
カンボジア -80 19.18 25.61 0.38 
パキスタン 300 39.80 45.41 0.33 

マレーシ 7 1，620 39.39 58.40 1. 12 

アフリカ 26.37 34.89 0.50 

ケ 一 7 420 13.36 18.99 0.33 
竺才 ラ ウ イ 230 7.44 16.65 0.54 

ザ イ IL- 220 16.77 28.50 0.69 

ナイジエリア 1，010 27.50 31. 85 0.26 
ヵ- ー ナ 420 37.93 44.18 0.37 
タンザニア 280 8.05 14.39 0.37 

セ ネ 克「 ノ].. 450 16.52 lヲ.42 0.17 
カメノレー Y 670 12.46 30.13 1. 04 
そ p ツ => 900 37. 17 54.38 1.01 
スワジラ γ ド ... 13.07 26.12 O. 77 

モザ γ ピ - !l 230 12.24 15.53 0.19 
チュニジア 1，310 47.48 64.ヲ9 1. 03 

マダガ^カノレ 350 14.33 19.13 0.28 
円方 り 190 9.06 14.50 O. 32 

アルジェリ 7 1，870 38.62 68.85 1. 78 
吋2 γ ピ 7 560 20.42 26.88 0.38 
南アフリカ 2，3(お 68.52 83.52 0.88 
リ ピ 7 8，640 52.94 81. 85 1. 70 

ラテン・アメリカ ... 53.52 67.75 0.81 

ノ、 イ チ 270 27.21 30.00 0.16 
エルサルバドル 660 36.91 56.80 1. 17 
グアテマラ 1，080 28.80 43.20 0.85 

ジャマイヵ 1，040 67.22 68.70 0.09 
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第 l表つづき

GlN人P当Uたり 非農業労働力率

( r Iレ〉 (%) 年(ポ平イ均γ変ト化〉

1980 1963 1980 1963-1980 

ドミニカ共和国 1，160 31. 43 54.30 1. 35 
エクアドル 1，270 38.22 61. 40 1. 36 

ホソデュラ^ 560 21. 73 39.50 1. 05 
/ξ ナ .マ 1，730 47.92 68.20 1. 19 

コスタリカ 1，730 48.48 69.20 1. 22 

キ ;L J、- 1，495* 68.55 76.20 0.45 
メ キ シ " 2，090 49.81 63.50 0.81 

ニカラグ 7 740 38.92 53.40 0.85 

フ フ 〉‘; Jレ 2，050 48.13 68.80 1. 22 
J¥ 同 ノレ ー 930 46.76 60.∞ O. 78 
コロ Y ピア 1，160 53.61 65.80 0.72 

ベネズェラ 3，630 69.22 84.00 0.87 
チ リ 2，150 71.45 83.50 0.71 
ポ リ ピ 7 570 46.64 53.60 0.41 

バラグアイ 1，3∞ 41. 02 51. 40 0.61 

ウルグアイ 2，810 80. 16 84.30 0.24 
アノレゼ γ チン 2，390 81. 15 87. (ね 0.34 

ヨーロ~，.，・、 ... 73.5ヲ 86.10 0.73 

アノレノミニ 7 915 30.29 44.10 0.81 
ポーランド 3，9∞ 54.42 71. 48 1.∞ 
ポルトガノレ 2，370 59.69 74.25 0.86 
ルーマュア 2，340 3ヲ.90 69.46 1. 74 

ユーゴ^ラピア 2，620 40.27 67.74 1. 62 

ノノレウェー 12，650 82.68 ヲ1.64 0.53 
チェコスロノミキ 7 5，820 76.57 86.72 0.60 

東 ド イ ツ 7，180 83.79 89.41 0.33 

イ !J リ ア 6，480 72.29 87.98 0.92 

オ フ ユノ ダ 11，470 90.40 94.47 0.24 

ハソガロー 4，180 65.25 81. 80 0.97 

西 ド イ ツ 13，590 87.54 94.23 0.39 
7' ノレ カ・ り 7 4，150 48.96 81. 92 1. 94 

ギ り 、ノ ヤ 4，380 50.67 69.08 1. 08 
フィ γ ランド 9，720 74.74 87.99 0.78 

ス イ ス 16，440 89.85 93.82 0.23 
オーストリア 10，230 78.54 90.99 0.73 

ス J¥ h イ 〉〆 5，4∞ 62.19 82.87 1. 22 
デンマータ 12，950 84.07 ヲ2.68 0.51 
フ フ ン' ス 11，730 80.09 91. 43 0.67 
スウェーデン 13，520 87.60 ヲ4.33 0.40 
アイノレランド 4，880 66.24 81. 41 0.89 
イ ギ り 3え 7，920 96.32 97.39 0.06 

注. 1) …は統計債の得られなかったもの.

2) *がついている値は推定値である.

3) 出所は世界銀行 (21).
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第2表土地ーー労働比

((hAa//人L〉〕
変G化((A%年/〉L〕率

1963 1980 1963-1980 

ア ジア 1.10 0.87 -1. 37 

樟 国 0.41 0.42 0.10 
パングラディシュ 0.60 0.52 -0.90 
d、4、・ ト ナ ム 0.71 0.65 -0.50 
北 朝 鮮 0.66 0.68 O. 18 
平 "ξ ー ノレ 0.79 0.72 -0.57 
中 国 1. 09 o. 79 -1. 91 
日 本 0.43 0.86 4.19 
イ γ ドネシ 7 0.95 0.98 0.19 
イ エノ ド 1. 20 0.98 -1. 18 

^ リ ラ γ ヵ し02 0.89 -0.81 
タ イ 1. 07 1.0ヲ 0.11 
7 イ 日 ピ γ 1. 12 1. 20 0.40 
ラ オ ス 1. 52 1. 21 -1. 37 
ピ ノレ ーマ 1. 52 1. 29 -0.95 
カ ソポジア 1. 53 し48 -0.20 
バキ^ タ 〉ノ 2.30 1. 82 -1. 36 
-可F Lノ ーー シア 2.87 1. 95 -2.23 

7 フリカ 9.12 6.83 ーし69

ケ 一 7 1. 66 1. 05 -2.64 
.マ ラ ウ イ 2.21 1. 85 -1.06 
ザ イ ー ノレ 2.25 2.00 -0.46 
ナイジェ 97 3.36 2.35 -2.10 
ガ ナ 3.37 2.56 -1. 60 
タ γ "'T ニ ア 7.05 4.93 -2.08 
セ ネ ヵ- Jj.. 6.01 5.13 -0.93 
カ メ ノレ ー γ 6.71 6.02 -0.63 
モ '" ツ :::z 8.74 7.79 -0.68 
スワジランド 9.71 8.03 ーし 11
モザ γ ピ - !l 12.79 8.07 -2.67 
チュ 一 ジア 10.87 10.85 -0.01 
マダガ^カル 14.68 11. 16 -1. 60 
.マ リ 20.26 16.33 -1. 26 
アルジェリ 7 25. 17 34.73 1. 91 
ザ γ ピ 7 40.97 28.69 -2.07 
南 7 フ リ カ 46.31 60.43 1. 58 
リ ヒ. ア 69.42 110.07 2.75 

ラテ γ ・アメリカ 17.22 17.94 0.24 

"、 イ チ 0.58 O. 72 1. 33 
エルサルパドル 2.34 1.77 -1.62 
グアテマ ラ 3.11 2.23 -1.93 
ジ ヤ マイ カ 1. 71 3.01 3.39 
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第2表つづき

((hAa//人L〕〉 変G化((A96年/〉L率〉

1963 1980 1963-1980 

ドミユカ共和国 3.38 3.12 -0.46 
~ タ 7 ド ノレ 6.33 4.56 -1. 91 

ホゾデュラ^ 10.91 7.58 -2.11 
J、- ナ ーマ 8.34 7.78 -0.41 
コ A ? リ カ 7.45 7.88 0.33 
キ ニ. J、- 4.46 8.11 3.58 
メ キ v :2 13.56 13.50 -0.03 

一 カ フ グ 7 9.30 14.22 2.53 
プ フ ジ ノレ 12.94 14.76 0.78 
〆、4噌 ノレ ー 19.47 15.73 -1. 24 
コ g γ ピ 7 8.ヲ6 16.ヲl 3.81 
ベネ ズェ ラ 24.57 24.42 一0.04
チ リ 21. 36 25.68 1. 09 
ポ リ ピ ア 34.68 33.43 -0.22 
J、- ラ グアイ 44.81 35. 18 -1.41 
ウルグアイ 86.86 117.38 1. 79 
アルゼンチ γ 109.12 133.13 1.18 

ヨーロ，，:/"'" 4.66 7.53 2.86 

ア ノレノミ ニ 7 2.33 1.ヲO -1. 20 
ポー ラ 〉〆 ド 2.92 3.59 1. 22 
オぞ ノレ トガル 3.25 3.65 0.67 
ルー 司司~ニ 7 2.32 4.44 3.89 

ユーゴスラピア 2.90 4.45 2.55 
ノ ノレ ウ エ 4.02 5.71 2.08 
チェコスロ Jξ キ 7 4.43 6.43 2.22 

東 ド イ ツ 4.70 6.49 1. 92 
イ ? リ ア 3.53 6.74 3.88 
オ ラ γ ダ 5.55 6.69 1. 11 
ハンガ リ 一 4.02 6.98 3.29 

西 ド イ ツ 4.22 7.49 3.43 
プ ノレ カ・ り ア 2.59 7.64 6.56 

ギ リ シ ヤ 5.29 8.10 2.54 
7 インランド 5.14 8.96 3.32 
ス イ ス 8.01 10.58 1. 65 
オーストリ 7 5.66 12.05 4.55 
ス r、a イ ン 7.43 14.21 3.8ヲ
デソマー p 8.85 14.67 3.02 
7 フ γ ス 8.42 15.56 3.68 
^ウェーデン 9.63 15.69 2.92 
7 イ Jレランド 14.70 24.79 3. 12 
イ ギ リ ス 21. 11 26.16 1. 27 
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第 3表土地生産性

(弘治〕 変G化(くY?の年/A率〕

1963 1980 1963-1980 

アジア J. 19 1. 83 2.56 

韓 国 4.62 8.65 3.75 
パ γ グラディシュ 2.91 3.70 1. 42 
J、4、F ト ナ ム J. 42 2.13 2.42 
:f~ 朝 鮮 3.66 5.65 2.59 
ネ Jξ ノレ 1. 25 1. 24 ← 0.04 
中 国 J. 01 1. 64 2.88 
日 本 8.10 10.60 1. 60 
インドネシア 1. 22 1.77 2.19 
イ γ ド 1. 04 1. 50 2.20 
ス リ ラ γ ヵ 2.42 3.34 1. 91 
iJ. イ 1. 55 2.35 2.50 
フ イ リ ピ γ 1. 70 2.31 1. 81 
ラ オ ス o. 49 1. 05 4.55 
ピ /1.- 『司P 1. 27 1.82 2.15 
カ γ ポジア 1. 21 0.54 -4.60 
バキス タ γ 1. 07 1.92 3.49 
..." l〆一 シア 1. 45 4.45 6.83 

アフリカ 0.21 0.31 2.32 

ケ 一 7 0.86 1. 40 2.89 
』司F ラ ウ イ 0.49 0.86 3.38 
ザ イ ー ノレ 0.50 0.73 2.23 
ナイジエリア 0.59 0.71 し05
ヵ- ー ナ 0.56 0.74 1. 66 
タ γ -lTュ 7 0.17 o. 28 3.08 
-セ ネ ガ「 ノレ 0.29 0.21 ーし90
カ メ ルー γ 0.19 o. 32 3.18 
モ ロ ツ = 0.35 0.51 2.21 
スワジランド o. 18 0.51 6.35 
-<: -lT ~ピーク 0.08 0.09 0.24 
チュ 一 クア 0.33 0.57 3.25 
マダガスカル 0.12 0.17 1. 95 
.マ リ 0.06 0.08 1. 74 
アルジエリア 0.13 o. 16 1. 11 
ザ γ ピ 7 0.05 0.07 2.39 
甫 7 フ リ カ 0.17 0.30 3.54 
リ ピ 7 0.06 0.15 5.99 

ラテン・アメロヵ 0.35 0.51 2.24 

J、 イ チ 1. 25 1. 28 0.15 
エルサルバドル 1. 47 2.13 2.21 
グアテマ フ 1. 02 1. 89 3. 73 
コ‘.，; ヤ マイ カ 1. 67 2.06 1. 25 
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第 3表つづき

(W(YV/A/h〉a〉 変G化((Y?の年jA率〉

1963 1980 1963-1ヲ80

ドミニカ共和国 1. 33 1. 55 0.8ヲ
よr. ク ア ド ノレ 0.78 1. 17 2.39 
ホソデュラ旦 0.31 0.45 2.23 
2、. ナ .マ 0.57 0.92 2.85 
~ ス タ り カ 0.82 1. 28 2.62 
キ ニL ー J、- 1. 79 2.07 0.88 
メ キ 宇' ~ 0.31 0.55 3.38 

一 カ フ グア
0.67 0.53 -1. 40 

フ フ 〉‘. 〆 ノレ 0.38 0.55 2.25 
J¥  R ノレ 0.23 0.29 1. 37 
τコ '" ソピァ 0.49 0.59 1. 09 
ベネズェ ヲ 0.27 0.52 3.96 
チ リ 0.54 0.56 0.27 
ォモ リ ヒ. ア 0.06 0.11 3.28 
，ミラ グアイ 0.16 0.25 2.71 
ウルグ 7 イ 0.38 0.38 0.11 
アノレ-l{ γ チ γ 0.30 0.43 2.08 

ヨーロ ':IJξ 3.38 5.16 2.51 

7 レノミ ュ ア 1. 36 2.35 3.28 
ポー ラ :/ l-' 4.42 5.57 1. 36 
ポル ト 式T ノレ 2.12 2.20 0.21 
Jレーマニ ア 1. 94 3.89 4.18 

ユーゴスヲピア し99 3.36 3.12 
ノ ノレ ウ エ 4.28 5.83 1. 84 
チェコスロノミキア 4.13 6.42 2.63 

東 ド イ ツ 5.33 8.38 2. 70 
イ 4安 リ 7 3.52 5.90 3.08 
オ ラ 〉ノ タ. 12.73 24.51 3.93 
ノ、 γ ヵ・ リ 3.27 5.90 3.52 

西 y イ 、y 7.36 11. 26 2.54 
フ. ノレ カ・ リ ア 2.69 3.88 2.19 

ギ リ シ ヤ 1. 42 2.45 3.27 
フインラ γ ド 3.21 4.17 1. 55 
ス イ ス 3. 72 5.42 2.23 
オーストリア 3.93 5.44 1. 93 
ス 〆¥'‘ イ コ/ 1. 26 2.26 3.50 
デソマー ク 8.42 10.21 1. 14 
フ フ ン' ス 3. 7守 5.97 2. 70 
スウェーデ γ 3.68 4.95 1. 77 
7 イノレラント. 1. 86 2. 75 2.32 
イ ギ リ ス 3.19 4.71 3.32 
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第4表労働生産性

(W(YU/L/人〉〉 変(G化〈Y?の年jL率) 

1963 1980 1963-1980 

アジ ア 1. 30 1. 60 1. 22 

韓 国 1. 90 3.62 3.86 
バ γ グラディシュ 1. 76 1. 92 0.51 
J¥ • ト ナ ム 1.∞ 1. 39 1. 91 
~t 朝 鮮 2.42 3.86 2.77 
ヰ ，ξ ノレ 0.99 0.89 -0.61 
中

本国
1. II 1. 29 0.91 

日 3.46 9.09 5.85 
ィ γ ドネシア 1. 16 1. 73 2.38 
イ ソ ド 1. 24 1. 47 1.00 
ス リ フ ユノ カ 2.47 2.96 1. 09 
タ イ 1. 66 2.57 2.61 
フ イ リ ヒ"〆 1. 91 2.78 2.22 
ラ オ ス 0.75 1. 26 3.12 
ピ Jレ ーマ 1. 93 2.35 1.17 
カ ソポジア 1. 85 0.80 -4.79 
パキス !l γ 2.47 3.51 2.08 
ーマ レー シア 4.15 8. 70 4.45 

アフロヵ 1.ヲ5 2.04 0.27 

ケ 7 1. 43 1. 47 0.17 
.マ 7 ウ イ 1. 08 1. 58 2.29 
吋Z イ Jレ 1. 13 1. 51 1. 75 
ナイジエリア 1. 99 1. 66 -1. 07 
ガ ナ 1. 89 1.ヲO 0.03 
タ ソザZ ニ ア 1. 19 1. 39 0.94 
セ ネ ガ ノレ 1. 76 1. 09 -2.81 
カ メ ノレ ー ン〆 1. 26 1.ヲ3 2.54 
モ ロ y ::I 3.10 4.01 1. 52 
スワジランド 1. 74 4.10 5.17 
モザ γ ピ - il 1.08 0.71 -2.43 
チ ニL 一 ジ 7 3.61 6.21 3.24 
マダガスカル 1. 82 1. 93 0.32 
『ぜ リ 1.16 1. 25 0.45 
アルジエリア 3.35 5.58 3.05 
吋Z γ ピ 7 1. 95 2.04 0.27 
南ア フ リ カ 7.80 18.38 5.17 
リ ヒ命 ア 3.88 16.55 8.90 

ラテ γ ・アメリカ 5.99 9.19 2.55 

~、 イ チ 0.72 0.93 1. 47 
エルサノレバドル 3.44 3.78 0.56 
グアテマ ラ 3.16 4.23 1. 73 
~ 〆 ヤ マイ カ 2.86 6.22 4.68 
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第 4表つづき

(W(YU/L/人〕〉 変G化((Y?の年jL)率

1963 1980 lヲ63-1980

ドミニカ共和国 4.51 4.84 0.42 

ニ'" p 7 ド ノレ 4.95 5.32 0.44 
ホ Y デュラ;;<. 3.35 3.39 0.07 
J、- ナ ーマ 4.77 7.18 2.43 

" ス タ リ カ 6. 12 10.05 2.96 
キ 二L ー ノ、ー 7.97 16.80 4.49 
メ キ シ " 4.24 7.44 3.36 
カ フ グ 7 6.22 7.48 1.10 

プ ラ ジ ノレ 4.89 8. 14 3.05 
r、，、 ノレ ー 4.52 4.60 0.10 

" ロ γ ピア 4.38 9.94 4.94 
ベネ ズェ ヲ 6.59 12.67 3.92 
チ リ 11. 45 14.40 1. 36 
ポ リ ヒ- ア 2.16 3.60 3.06 
ノミ ラ グアイ 7.12 8.81 1. 26 
ウ ルグアイ 32.58 44.83 1. 89 
アルゼ γ チ γ 32.83 56.85 3.28 

ヨーロ ";1'"ξ 15.75 38.87 5.45 

7 }L- ξ ニ 7 3.17 4.47 2.04 
ポー ラ '" ド 12.92 19.96 2.59 
ポル ト カ. ノレ 6.89 8.01 0.8ヲ
ノレ ー -マニ ア 4.49 17.25 8.24 

ユーゴスラピア 5. 77 14.93 5.76 
ノ ノレ ウ ;L 17.21 33.28 3.96 
チェコスロパキア 18.28 41. 27 4.91 
東 ド イ ツ 25.03 54.39 4.67 
イ タ リ 7 12.40 39.71 7.09 
オ フ 〉ノ ダF 70.60 164.∞ 5.08 
ハゾガ リ 13.18 41. 17 6.ヲ3
西 ，，' イ ツ 31. 08 84.39 6.05 
プルガ リ 7 6.98 29.65 8.88 
ギ リ シ ヤ 7.49 19.83 5.89 
フィソラ:/ r- 16.52 37.40 4.92 
ス イ ス 29.82 57.32 3.92 
オーストリア 22.20 65.52 6.57 
ス J、a イ こノ 9.33 32.06 7.53 
デ γ マー F 74.54 149.79 4.19 
フ フ エノ ス 31. 94 92.88 6.48 
スウェーデ γ 35.38 77. 67 4.74 
アイノレランド 27.40 68.21 5.51 
イ ギ リ ス 67.34 123.29 3.62 
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農地 1ha当たP肥料投入第5表

変化年率
G(FjA) 
(%) 

(FjA) 
(kgjha) 

1963-1980 1980 1963 

1C.13 

5.06 
14.42 
3.60 
8.55 
19.59 
13.38 
1. 24 
13.16 
13.52 
3.62 
13.08 
5.66 
9.19 
16.ヲ4
11. 48 
17.66 
14.04 

42.93 

359.91 
41. 87 
18.58 
329.62 
5.22 
45.50 
368.61 
36.85 
29.37 
60. 12 
17.24 
30.40 
0.18 
10.24 
2.4ヲ
42.64 
98.97 

8.32 

155.52 
4.24 
10.19 
81. 69 
0.25 
5.38 
298.89 
4.51 
3.40 
32.87 
2.13 
11. 92 
0.04 
0.72 
0.39 
2.69 
10.61 

ア

韓 国
バ γ グラディシュ
ベトナム

北朝鮮
ネバーノレ

中国
日本
イ γ ドネシ 7
イ γ ド

九リラ γ ヵ
タ イ
フイリピ γ

ラオス
ピルマ

カンボジア
パキ λ タ γ

マレーシア

ジ7 

ヲ.37

7.63 
11. 96 
12.39 
28.51 
13.98 
13.74 
2.33 
12.03 
11. 35 
7.94 
10.50 
6.71 
5.70 
24.79 
9.71 
12.92 
8. 13 
18.24 

4.54 

10.21 
8.00 
0.51 
3.39 
1. 93 
0.88 
1. 78 
2.34 
12.80 
10.25 
0.59 
8.58 
0.24 
0.44 
5.38 
1.ヲ6
11. 24 
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第5表つづき

((kFg//Aha〕〉 変G化((F96/年〕A〉率

1963 1980 1963-1980 

ドミニカ共和国 5.90 22. 12 8.08 
ニE p ア ド ノレ 2.90 14.19 9.79 
ホ γ デュラ^ 1. 75 5.10 6.49 
r、- ナ ーマ 6.03 17.41 6.44 
::: ス タ リ カ 18.58 36.91 4.12 
キ "'- ー J、- 36.73 94.76 5.73 
メ キ シ コ 2.63 13.40 10.05 
ー カ ラ グ 7 4.43 9.46 4.56 
プ フ .' 〆. ノレ l. 38 15.88 15.45 
J¥ F司 ノレ ー 3.10 4.01 l. 53 
ヨ " 

γ ピア 5.58 8.25 2.33 
ベネズェ ラ l. 33 9.69 12.39 
チ リ 6.75 6.98 0.20 
ボ り ピ ア 0.04 O. 14 7.65 
バラグ 7 イ 0.00 0.41 10.09 
ウルグアイ 2.∞ 5.01 5.55 
アノレゼ γ チ γ 0.14 0.64 9.35 

富一ロ '!I"ξ 64.47 140.53 4.69 

アノレ Jごュ ア 5.06 69.57 16.67 
ポー ラ ン ド 5l. 64 190.35 7.98 
オぞ ノレ トガノレ 32.39 65.90 4.27 
ノレ ー .マュ ア Il. 35 95.17 13.32 
ユーゴスラピア 26.28 63.10 5.29 
ノ ルウ Z二 ー 154.43 277. 17 3.50 
チェコスロ"，'キア 98.54 252.76 5.70 
東 ド イ ツ 17l. 42 265.96 2.62 
イ タ リ 7 45.29 123.44 6.(焔
オ ラ γ ダ 232.24 335.94 2.20 
ハソが 日 ー 42.52 220.60 10.17 
西 ド イ ツ 185.57 279.19 2.43 
プノレカ' り ア 38.93 145. 19 8.05 
ギ リ シ ヤ 24.10 59.28 5.44 
フィ γ ラ γ ド 103.05 187.27 3.58 
ス イ ス 55.81 88.27 2.73 
オーストリア 75.86 10ヲ.26 2.17 
ス ♂、内 イ ソ 22.89 50.41 4.75 
デ γ マー タ 146.84 222.ヲI 2.49 
フ ラ γ ス 82.28 180.59 4.73 
スウェーデ γ 83.33 132.86 2.78 
アイノレラソド 40.74 103.73 5.65 
イ ギ リ ス 74. 18 118.94 2.82 
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第6表労働者千人当たりトラクター台数

〈台(T/千/L人〉〉 変G化((T?の年/L率) 

1963 1980 1963-1980 

7 ジ ア O.ヲ3 4.50 9.26 

韓 国 0.03 0.68 2l. 15 
バ γ グラディシュ 0.06 0.22 7.79 
へ。 ト ナ ム O. 15 1. 46 14.14 

::!t 朝 鮮 3.83 8.94 5.12 
ネ ~、. ー ノレ 0.06 0.0ヲ 2.88 
中 国 0.25 1. 82 12.30 
日 本 26.67 272.48 14.65 
イ γ ドネシア 0.15 0.40 6.17 
イ γ ド 0.27 2.26 13.33 
ス リ ラ ンカ 2.94 8.33 6.33 
タ イ 0.17 2.21 16.40 
フ イ リ ヒ.ンJ 0.71 l. 87 5.89 
フ オ ス 0.03 0.33 14.55 
ピ ノレ 国マ 0.27 l. 15 8.94 
カ ンポジ 7 0.36 0.55 2.47 
バキ λ タ ン〆 0.65 3.32 10.04 
ーマ レー シ 7 l.1O 3.63 7.29 

7 7 Vカ 4.31 4.95 0.81 

ケ 一 ア 1. 79 1. 18 -2.44 
.マ 7 ウ イ O. 14 0.53 8.34 
ザ イ ノレ 0.11 0.25 4.8ヲ

ナイクエリア 0.04 0.39 13.83 
方「 ー ナ 0.88 1. 44 2.ヲ7
タ ソサ2 ニ 7 0.47 2.29 9.73 
セ ネ ヵ- ノレ O. 15 0.22 2.09 
カ メ ノレ ー './ 0.01 0.20 17.37 
モ p ツ =:r 4.87 9. 17 3. 79 
^ワジランド 4.59 14.64 7.07 
モザソピーク 0.67 0.99 2.29 
チ ニL 一 ジ 7 18.43 50.90 6.16 
マダカ事スカノレ 0.53 0.80 2.45 
ーマ リ 0.10 0.36 7.65 
アルジエリア 15.57 34.62 4.81 
サ2 ユノ ピ ア 2. 14 3.29 2.57 
南 7 フ リ カ 72.29 115.86 2.81 
リ ピ 7 14.31 102.19 12.26 

ラテン・アメリカ 12.24 22.26 3. 58 

ノ、 イ チ 0.14 0.26 3. 72 
エルサノレパドノレ 3.33 4.38 1. 63 
グアテマ フ 2.88 3.30 0.80 
ジ ヤ マイ カ 8.39 17.95 4.58 
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第6表つづき

(台(T/千JL人〉〉 変G化((T96年/〕L〉率

1963 1980 1963-1980 

ドミニカ共和国 4.14 3.65 -0.74 
ニ" F 7 ド ノレ 2.22 5.11 5.03 
ホンデュラス 0.78 4.85 11. 37 
J、- ナ .マ 4.57 17.94 8.38 
コ ス タ り カ 22.05 23.08 0.27 
キ ニ1 J、- 19.28 98.70 10.08 
メ キ 宇〆 " 9.89 16.57 3.08 
カ フ グア 1. 81 6.34 7.65 

プ ラ ジ ノレ 7.40 22.05 6.63 
J、同 ノレ 4.94 7.16 2.21 

" Q γ ピ 7 10.02 13.47 1. 76 

'"ネ ズェ フ 16.58 44.29 5.95 
チ リ 31. 91 5l. 03 2.80 
ポ リ ピ ア 0.23 0.88 8.21 
Jミラ グ 7 イ 4.59 6.43 2.01 
ウ ノレグアイ 132.96 210.44 2.74 
アノレゼンチソ 86.88 124.40 2.13 

ヨーロ';1....、 83.80 280.84 7.37 

アノレ Jミュ 7 7.19 15.66 4.68 
ポー ラ 〉〆 ド 13.95 117.24 13.34 
ポ ノレ トガノレ 8.71 62.56 12.30 
ノレ ー -マ 一 7 10.46 43.49 8.74 
ユーゴスラピア 8.30 129.37 17.53 
ノ ノレ ウ エ ー 250.04 902.44 7.84 
チェコスロノミキ 7 68.20 128.20 3.78 
東 ド イ てツ 78.86 149.59 3.84 
イ ? リ 7 58.79 411. 27 12.12 
オ フ ン ダ 257. 77 589.40 4.ヲ9
ハ Y カ' リ 31. 26 58.37 3.74 
西 1-' イ ツ 313.93 894.88 6.36 
プノレガ リ 7 15.77 76.50 9. 73 
ギ リ シ ヤ 17.63 124.78 12.20 
フィンランド 200.60 741. 26 7.9ヲ
ス イ 戸、 224.10 471. 20 4.47 
オーストリ 7 229.82 1，026.23 9.20 
ス ，、'‘ イ ン 25.04 240.85 14.24 
デンマー p 417.81 956.70 4.99 
フ フ 〉〆 ス 214.43 742・20 7.58 
スウェーデン 381. 38 766.95 4.20 
アイノレランド 139.13 598.2ヲ 8.96 
イ ギ リ 男、 504.65 725.91 2.16 
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ヨーロッバは最低のアジアの20倍以上にも及ぶ。 1963年から 1980年にかけて

の変化をみると，ヨーロッパはその初期値が高いにもかかわらず上昇年率は最

も高く，アフリカはその初期値が低いにもかかわらず上昇年率は最も低かった。

(5) 土地当たり肥料投入

最も多いのがヨーロッパであり，アジア，ラテン・アメリカ，アフリカと続

く。最も多いヨーロッパは最も少ないアフリカの30倍にも及ぶ(2)。

(6) 労働当たりトラクター投入

最も多いのがヨーロッパであれラテン・アメリカ，アフリカ，アジアと続

く。最も多いヨ}ロッパは最も少ないアジアの60倍以上にも及ぶ(3)。

注(1) これはあ〈まで1980年までの事実でおる。 1980年以降もアジア地域の経済成長

は良好であり，世界経済における相対的地位は上昇したが，それは考慮されていな

L 、。

(2) 国による格差はもっと大きし、。最も多い日本は最も少ないポロピアの2，印O倍に

も及ぷ。

(3) 固による格差をみると，最も多いオーストリ 7は最も少ないネバーノレの 1万倍以

上である。

4. 生産性格差の要因

(1) 分析方法

本稿では世界農業における生産性の格差が大きいことを確認した。ここでは

その生産性格差の要因について分析する。

以下の式を計測する。

土地生産性について。

log (YjA)=a1+ム・log(FjA) ...・H ・..…...・H ・..…...・H ・..a..・H ・..(4-1)

log (YjA)=a.+b，・log(FjA)+c・log(LjA)……...・H ・.....・H ・..(4-2)

労働生産性について。

log (Y jL)=d1 +e1・log(T/L) + 11・log(AjL) …...・H ・.....・H ・.-(4-3)
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log (Y jL)=d2+e2・log(T j L) + f.・log(AjL)+fJ・log(FjL)…(4-4) 
(4-1)式は，土地生産性 (YjA)の格差は主として土地当たり肥料投入の格

差によると仮定したものである。

(4-2)式は， さらに，土地当たり労働投入 (LjA)が土地生産性に及ぼす影

響をも考慮した式である。

(4-3)式は，労働生産性 (YjL)が労働当たりトラクター投入 (T/L) によ

り影響されることを示す式である。ただし，労働生産性の決定については土地

ー労働比 (A/L)の影響が大きいので，それも考慮されている。

(4-4)式は，労働当たり肥料投入 (FjL)の影響を (4-3)式へ追加したもの

である。

(2) データ

分析時期は 1963年， 1970年， 1980年の3期間をとり，各時期におけるクロ

ス・セクション分析を行なう。

分析対象としてはアジア，アフリカ，ラテン・アメリカ，ヨーロツパをとり，

各地域ごとに回帰式を計測する。

アジアでは，ベトナム，カンボジア，ラオスの3国をデータの信頼性の問題

により除いたので，対象国は 13カ国である。

なおラテン・アメリカではアルゼンチンを除いたため対象国は20カ国であ

る(1 )。アフリカとヨーロッパはいままでと同じく 18カ国， 23カ国である。

(3) 計測結果一一土地生産性について一一

計測結果は第7表に示されている。

4地域に共通していえることは，時とともに説明変数として F/Aが重要に

なり L/Aが重要でなくなっていることである。 これは Y/Aの決定要因が

LjAから F/Aへと変わっていく過程を示している。以下各地域ごとに結果を

述べる。

(ア〉 アジア
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土地生産性 (1t/A)の，土地当たり肥料 (F/A)，土地当たり労働 (L/A)への回帰

7 ジ 7 ア フリ カ ラテ γ ・アメリカ ヨーロツ J、。

63 I 1970 附 附 I1970 I 1980 1963 1970 I 1980 附 1970J 1980 

(4-1)式

土地当たりF肥/料A 0.257 0.353 O. 459 0.170 0.269 0.342 0.314 0.359 0.455 0.541 O. 706 0.846 
(4.786) (5.6ぬ〕 (6.760) (1. 396) (1. 697) (2.238) (4. 102) (5.凹 5)(7.539) (7.928) (8. 137) (7. 163) 

R' 0.646 0.719 0.788 0.053 0.099 O. 190 0.454 0.567 0.746 0.737 O. 747 0.695 

(4-2)式

土地当たりF肥/料A O. 188 0.308 0.455 0.164 O. 2591 O. 385 0.222 0.259 0.342 0.591 O. 722 0.843 
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(2.931) く1.390) (0. 176) く8.691) (8.716) (6.233) (6.566) (7. 182) (5.699) (1. 915) (0.735) (-0.485) 

R' 0.790 0.741 0.767 0.832 O. 759 0.836 0.886 0.907 O. 767 O. 742 0.684 
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Y/Aに対する影響が大きかったが， 1980年には F/Aの影響が大きくなった。

(エ〉 ヨーロ'"パ

Y/Aの決定要因は F/Aであるといえる。 L/Aの影響は小さい。

(4) 計測結果一一労働生産性について一一

計測結果は第8表に示されている。各地域ごとに結果を述べる。

〈ア〉 アジア

(4-3)式のフィットは良くないが， (4-4)式では改善されている。Y/Lの決

定については F/Lの影響が大きい。

(イ) アフリカ

Y/Lに対しては T/Lの影響が最も大きい。つづいて F/Lである。 A/Lの

影響はあまりないといえそうである。

(ウ〉 ラテン・アメリカ

Y/Lの主たる決定要因は T/LとA/Lであるといえそうである。

(ヱ〉 ヨーロ・yパ

Y/Lに対しては F/Lが最も大きな影響を及ぼしている。 そのつぎが T/L

であり，A/Lの影響はあまり大きくない。

(5) まとめ

以上の結果をまとめるとつぎのことがいえる。 Y/Aの格差については，経

済発展の遅れた社会では L/Aの影響が大きく，経済発展が進むと F/Aの影

響が大きくなる。 アフリカや 1963年のアジアは前者の段階であり， ヨーロツ

パや 1980年のアジアは後者の段階である。

Y/Lの格差については，A/Lが比較的大きい地域ではT/Lの影響が大きく，

A/Lがあまり大きくない地域では F/Lの影響が大きい。

注(1) 7ルゼンチ γはラテン・アメリカの大国であり，農業においても重要な地位をし

めている。しかしアルゼγチソの食業は他のラテ γ ・アメリカ諸国とはかなり異な

る性質を有しているといえる。まずその労働力は白人が中心である。篠浦 [23Jに
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第8表労働生産性 (YIL)の，労働当たりトラクター (TIL)，土地一労働比 (AIL)および

労働当たり肥料投入 (FIA)への回帰

7 9 ア ア 7 リ カ ラテ γ ・アメリカ ヨーロツノミ

1963 I 1970 I 1980 附 I1970 I 19 附 I1勿oI 1980 
(4-3)式

労働当たりトラ 0.151 0.177 0.243 o. 159 0.220 0.328 0.308 0.338 0.382 0.458 0.489 0.395 
1711- TIL (2.934) (2.520) (3.305) (3.823) (4.825) (5. 106) (6.9∞) (8.966) (10.320) (6.101) (5.314) (3.1叩)

土地労働比 0.073 -0.091 0.196 0.103 0.818 0.107 0.247 0.217 o. 198 0.298 0.284 0.543 
AjL (0.383) (-0.292) (0.532) (1. 148) (0.958) (0.967) (4.119) (4.324) (4. 158) (1. 560) (1. 390) (2.292) 

R.' 0.361 0.272 0.472 0.631 O. 732 O. 791 0.847 0.901 0.931 0.834 0.816 O. 705 

(4-4)式

労働当たりトラ 0.065 0.050 0.042 0.115 0.156 0.210 0.237 0.243 0.295 O. 152 0.136 O. 150 
タター TjL (1. 138) (0. 738) (0.552) (1. 871) (2.612) (2.297) (3.266) (3.738) (2.922) (1.的1)(1. 237) (1. 663) 

土地労働比A 0.213 0.251 0.447 0.091 0.037 0.041 0.252 0.235 0.230 O. 143 O. 144 0.114 
IL (1. 244) (1.919) (1. 690) (1.∞2) (0.429) (0.374) (4.250) (4.851) (3.917) (0.957) (0.923) (0.677) 

労働当たりF肥/料L O. 142 0.266 O. 406 0.068 0.121 0.193 0.071 0.093 0.087 0.447 0.584 0.735 
(2.286) (2.959) (3.447) (0.975) (1. 563) (1. 734) (1. 221) (1. 758) (0.928) (3.984) (4.0拘)(5.545) 

R.' 0.551 0.590 0.747 0.630 0.756 0.816 0.851 0.911 0.930 0.905 0.897 0.881 

(4-3): log (YIL)=d，+e，・log(TIL)+f，・log(AIL) 

(4ーの:log (YIL)=d2十の・log(TIL)+f2・log(AIL)+g・log(FjL) 
注.計測j式
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は， f7ノレゼ γ チンは，人口の99%を白人が占めており，ユーロ・アメリカの典型

国といえよう」とある。さらにウルグアイと同様に土地ー労働比は大きく農産物生

産にしめる畜産物の比率が高L、。そしてなによりもその土壊が豊かなため異常に少

ない土地当たり肥料投入にもかかわらず，土地生産性は高L、。〈たとえば1980年に

おけるアルゼソチ γ，ブラジル，メキシコの土地当たり肥料投入はそれぞれ0.6kg 

/ha， 15.9 kg/ha， 13.4 kg/haであったが， 土地生産性はそれぞれ0.43WU/ha，

0.55 WU/ha， 0.55 WU/haであった。〉 また， アノレゼ γチンの 1979-81年の主要

作物である小麦とメイズの反収を FAO[8)でみるとヲテ γ.アメリカ全体で第3

位，南米では第2位という高きであった。小麦については1983，84， 85年にはラテ

γ ・アメリヵで第2位，南米では第1位となっている。したがって農業技術関数や

生産関数の計測において，アノレゼソチ γは異常値として作用し推定結果に歪みをも

たらす。そのために，不本意ではあるがアルゼンチンを除外して計測を行なった。

5. 要素投入水準の格差の要因

(1 ) 分析方法およびデータ

これまでに，土地生産性 (YjA)と労働生産性 (YjL)はそれぞれ，土地当

たり肥料投入 (FjA)と労働当たりトラクター投入 (TjL)の水準に影響され

ることを確認した。ここでは FjAと TjLの格差の要因について分析する。

以下の式を計測する。

土地当たり肥料投入 (FjA)について。

log (FjA) =αl+sl.log (1) ...・ H ・.....・ H ・..…...・ H ・.....・ H ・..……(BC-l)

log (FjA) =α2十ん・log(LjA) ...・ H ・H ・H ・..…...・ H ・.....・ H ・..…(BC-2)

log (FjA) =α3+ s3.1og (1) +r3・log(LjA)…....・ H ・....・ H ・.....(BC-3)

労働当たりトラクター投入 (TjL)について。

log (TjL)=Ol+e1・logσ)…...・ H ・.....・ H ・H ・H ・.....・ H ・H ・H ・..……(恥，f-l)

log (TjL)=02+'2・log(AjL)・H ・H ・H ・H ・.....・ H ・.....・ H ・.....・ H ・..(M-2)

log (TjL)=o.+e.・log(1)+'.・log(AjL)-..・H ・.....・ H ・H ・H ・..…(M-3)

(BC-l)式は，経済発展(1)に伴い，土地当たり肥料投入 (FjA)が増加

することを示している。

(BC-2)式の説明変数である労働土地比 (LjA)は，土地に対する人口圧力
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を示す。同式は土地に対する人口圧力が土地当たり肥料投入の増加を促すこと

を示している。

(BC-3)式は，経済発展と土地に対する人口圧力の影響を同時に考慮したも

のである。

(M-l)式は， 経済発展に伴い， 労働当たりトラクター投入が増加すること

を示している。

(M-2)式は， 土地ー労働比 (AJL)が大きいほど， 労働当たりトラクター

投入が増加することを示している。

(M-3)式は，経済発展と土地一労働比の影響を同時に考慮したものである。

なお，データについては本稿の4と同じである。

(2) 計測結果一一土地当たり肥料投入について一一

計測結果は第9表に示されている。各地域ごとに結果を述べる。

(ア〉 アジア

(BC-l)式と (BC-3) 式のフィットは良く， (BC-2)式は良くない。 FJA

の決定にはIの影響が強いこと，LJAも正の影響を与えるがIほどは強くない

こと，がわかるo

(イ〉 アフリカ

回帰式のフィットは良くない。

(ウ〉 ラテン・アメリカ

(BC-1)式と (BC-2)式のフィットは良くないが， (BC-3)式はかなり改

善されている。したがって，F/AはIおよびL/Aの双方と相聞があり，かっ

その相聞は時とともに強くなっている。

(エ〉 ヨーロ・7パ

(BC-1)式および (BC-3)式より，説明変数のI影響が時とともに弱くな

っていることがわかる。これはアフリカやラテン・アメリカと逆の動きである。

すなわち，ヨーロッパのFJAの国際間格差については， 1963年には大部分が

Iの格差により説明されたが，時とともにIの説明カが弱くなっている。この
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農地当たり肥料投入 (F/A)の，非農業労働力率(1)，労働一土地比 (L/A)への回帰

7 ジ 7 7 フ り カ ラテ γ ・アメリカ ヨ}ロ"7 ......~ 

附 I1970 I 1980 1963 I 1970 I 1980 附 I1970 I 19叩 1980 

(BC-1)式

非農業労働力 2.419 1. 838 1. 580 0.911 0.724 1. 184 1. 430 2.306 1. 620 2. 639 1. 878 1. 723 
率 I (3.933) (3.653) (3.933) (1. 575) (1. 629) (2.767) (1. 152) (1. 651) (1. 208) (8.354) (4.356) (2.886) 

R' 0.526 0.487 0.526 0.080 0.088 0.281 0.016 0.083 0.023 O. 757 0.449 0.250 

(BC-2)式

労働ー土地比 2.446 1. 944 1. 762 0.020 0.018 -0.082 0.506 0.549 0.619 -0.608 -0.264 -0.045 
L/A (6. 170) (5.659) (5.576) (0.056) (0.066) (一0.328)(1. 413) (1. 629) (2.317) (-1.869) ( -1.凹6)(ー0.230)

R' 0.175 0.150 0.014 一0.062 -0.062 -0.055 0.049 0.080 O. 187 0.101 O.α"s 0.045 

(BC-3)式

率非農業労働力I 2.475 1. 930 1. 764 1. 155 0.991 1. 571 2. 746 5.613 5.075 3.329 2.791 3.009 
(5.928) (5.401) (5.476) (1. 770) (1.931) (3. 149) (2.222) (4.867) (5.278) (9.265) (5. 152) (4.284) 

労働一土地比 1. 771 1. 826 1. 531 0.343 0.313 0.339 0.865 1. 350 1. 276 0.562 0.546 0.551 
L/A (3.467) (3.512) (2.993) (0.838) (1. 033) (1. 401) (2.387) (4.853) (6.072) (2.924) (2.419) (2.743) 

R' O. 799 0.761 O. 729 0.062 0.092 0.322 0.220 0.593 0.673 0.821 0.553 0.427 

第 9表

(BC-I): log(F/A)=町+B1olog(1) 
(BC-2) : log (F/A) =α2十T，・log(L/A) 
(BC-3) : log (F/A)=a，+s，olog (1)+T，・log(L/A) 

注.計測式

匂
ト、‘
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ことについては以下のように解釈する。

1963年にはIの高い(相対的〉先進国は F/Aが多く ，1の低い(相対的)

後進国は少なかった。しかし 1963年から 1980年にかけて，1の低い国におい

て技術面での catch-upがあって，F/AはIに影響されにくくなった(1 )。

(3) 計測結果一一労働当たりトラクター投入について一一

第10表に示す。

(ア〉 アジア

TjLの決定についてはIの影響が大きい。 1963年から 1980年にかけてその

影響は強くなっている。

(イ) アフリカ

TjL はIとA/Lの両方と相闘があるが，1の影響のほうが強い。 1963年

から:1980年にかけてその影響は強くなっている。

(ウ〉 ラテン・アメリカ

T/Lの決定については，1の影響が大きい。

(エ〉 ヨーロ'"パ

T/LはIとAjLの両方と相聞があるが，1の影響のほうが強い。 T/Lの

主たる決定要因はIといえる。しかし， 1963年から 1980年にかけて説明変数

Iの影響が弱くなっていることがわかる。その理由としては，FJAについて

の考察と同様，1の低い固における catch-upがあったことが考えられる。し

かし，TJLの格差は，F/Aの格差ほどには縮小しなかった(2)。

(4) まとめ

以上の結果よりつぎのことがいえる。 FJAとTJLの決定については，1の

影響が大きい。 Iは，FJAよりも TJLと強い相闘がある。

注(1) このことを例証するために 1の低い閣の代表としてアルバニ 7を，高い国の代

表としてイギリスをとる。 F/Aは 1963年にはイギリスはアルバニアの 15倍もあ

ったが1980年にはわずか1.7倍に縮小した。
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労働者当たりトラクター投入 (T/L)の，非農業労働力率(1)，土地一労働比(A/L)への回帰

7 ーン 7 7 フ リ カ ラテ γ・7メリカ ヨーロ"/ .，、. 

1963 I 1970 I 1980 附 I1970 I 1980 附 I1970 I 1980 
(M-l)式

非農業労働力72.013 2.212 2.491 2.373 2.217 2.743 3.469 4.766 5. 187 4.258 4.685 5.580 
(2.928) (3.630) (3.968) (3.801) (3.929) (4.8叩〉 (4.918) (7.321) (7.881) (9. 178) (8.526) (6.371) 

R' 0.387 0.503 0.551 0.441 0.459 0.573 0.549 0.734 0.762 0.791 O. 765 0.642 

(M-2)式

土地ー労働A比/L 0.071 O. 134 0.395 1. 237 1. 156 1. 207 0.565 0.629 0.740 1. 847 1. 696 1. 382 
(0.063) (0.102) (0.255) (2.792) (3. 156) (3.932) (1. 966) (2.281) (2.981) (4.829) (5.436) (4.804) 

R' 一0.090一0.089 -0.084 0.285 0.345 0.459 0.131 0.181 0.293 0.503 0.564 0.501 

(M-3)式

非農業労働力率I 2.023 2.212 2.524 1. 865 1.648 1. 971 3.258 4.955 4.898 3.501 3.598 4.104 
(2.809) (3.459) (3.791) (2.838) (2.711) (3.303) (4.058) (5.993) (5.聞の (6.082) (5.117) (3.568) 

土地ー労働A比/L 0.214 0.030 -0.303 0.715 0.667 0.677 O. 139 -0.077 0.106 0.616 0.650 0.592 
(0.243) (0.032) (-0.287) (1. 736) (1. 859) (2.339) (0.590) (ー0.387)(0.587) (2.∞0) (2.218) (1. 852) 

R' 0.329 0.454 0.510 0.504 0.531 0.664 0.532 0.721 0.753 0.817 0.802 0.679 

第 10表

(M-l) : Iog (T/L)=o.十叩Iog(1) 
(M-2) : Iog (T/L)=o，+r.，・Iog(A/L) 
(M-3) : Iog (T/L)=o.+ε3.Iog (1)+ふ・Iog(A/L) 

注.計測式

c.， 
hコ
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(2) たとえば，1の高い国と低い国の代表としてそれぞれイギリスとアルパニアをと

る。 FIAの格差は 1963年から 1980年にかけて縮小したことを確認した。しかし

TILについては， 1963年にはイギ v̂はアノレパニアの 70倍であり， 1980年には
46倍である。 TILの格差は FIAの格差ほどは縮小していないのである。

6. 生産関数の計測

(1 )目的

(ア〉 経済的にも自然条件においても差異の大きい，アジア，アフリカ，ラ

テン・アメリカ，ヨーロッバの生産関数を計測することにより，各地域の農業

構造を比較する。さらに，農業構造が資源賦存と経済発展によりいかに変化す

るかを分析する。

(イ〉 推定された生産弾力性の値を用いて成長会計分析を行なうことにより，

4地域における農業成長の要因を摘出する。この分析は本稿の7で行なう。

(2) 分析方法およびデータ

本稿ではコブ・ダグラス型生産関数を計測する(1 )。 したがって計測式は基

本的には次式を使用する。

log (y)=c+aA.log (A)+αL・log(L)+αF・log(F) 

+αT・log(T) ...・H ・H ・H ・..(6-1)

なお，F， Tはそれぞれ経常財投入量，農業機械投入量の代理変数であると

考える。

(3) 計測結果

計測結果を第11表に示す。各地域ごとに主要な結果と解釈を述べる。

(ア〉 アジア

アジアのデータでは，土地 (A)と労働 (L)が共線関係にある。その関係は

強く，あたかも土地と労働がワン・セットであるかのように結びついており (2)，

いずれの時期でもつぎの関係がみられる。
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第 11表生産関数の計測

ア ジ 7 

lヲ63 1970 lヲ80

土地+労働 aA+αL 0.628 0.558 0.452 
(9. 75) (8.27) (8.02) 

経常財 aF o. 196 0.270 0.347 
(3.20) (3.13) (4.69) 

機 械 aT 0.030 0.039 0.050 
(0.50) (0.55) (1. 03) 

](2 0.943 0.943 0.968 

注.計測式は log(Y)=c'十(aA+aL)・log(A)+aF'log (F)+aTolog (T). 

ア フ リ カ

1963 1970 1980 

労 働 αL 0.925 0.830 0.689 
(23.29) (23.96) (9.50) 

経常財 日F 0.100 0.103 0.103 
(2.48) (2.48) (1. Cヲ〉

機 械 aT 0.023 0.06ヲ o. 128 
(0.66) (2.13) (1. 66) 

非農業労働力率 日I 0.525 0.507 0.624 
(6.∞〉 (6.627) く3.05)

](2 0.973 0.978 0.8ヲ3

注.計測弐』士 log(Y)=C+αL・log(L)+αF・log(F)+aTolog (T)+αrlog (1) 

ラテン・アメリカ ョーロ'7 .1"、' 

1963 1970 1980 1963 1970 1980 

土 地 aA 0.245 0.232 0.252 o. 143 o. 143 0.108 
(4.55) (5.6ヲ〉 (4.56) (0.92) (0.89) (0.62) 

労 働 aL 0.344 0.341 0.302 0.261 0.161 0.023 
(5.03) (6.99) (4.65) (2.20) (1. 33) (0.19) 

経常財 aF 0.041 0.072 o. 139 0.450 0.584 0.743 
(0.75) (1.日〉 (1. 54) (3.87) (4.10) (5.56) 

機 械 αT 0.257 0.252 0.225 0.151 0.15ヲ 0.166 
(3.86) (4.60) (2.26) (1. 44) (1. 35) (1. 78) 

](2 0.951 0.975 0.974 0.929 0.923 O. 912 

注.計ifl.U式は log(Y)=c+aAolog (A)+aL・log(L)+aF・log(F)+aT・log(T). 
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log (L)=m+n・log(A)， n今1，R2>O.9 

したがって，ここでは (6-1)より log(L)を消去した

log (Y)=ど+s・log(A)+αF・log(F)+αT・log(T) ...・ H ・H ・H ・.-(6-2)

を計測した。このとき F与α..4.+αLであると考えられる。しかし α..4.，αLのそ

れぞれの値を知ることはできない。

α..4.+αLの値は傾向的に減少している。これは本源的要素節約的な技術変化

が生じていることを示している。さらに， (6-2)式以外の型の生産関数を計測

した結果によると， αaと αLがともに減少していることがわかった(3)。すな

わち，土地と労働の両者について節約的な技術変化が生じていると考えられる。

αFは増加している。 これは経常財使用的技術変化が生じていることを示し

ている〈付。また， αTもその値は小さいが増加しており，機械使用的技術変化

の存在を示唆している。

〈イ) アフリカ

まず (6-1)式を計担.IJしたが土地の係数が有意にならなかった。その理由とし

ては，土地が粗放に使用されている，砂漠に近い劣悪な土地が耕地と閉じウェ

ートで扱われている，データの精度が低い，等が考えられる。いずれにしろ生

産量は土地以外の投入要素の投入量により決定されることがわかったので，土

地を説明変数から除外して計測を行なった。

また，アフリカでは経済発展が農業生産に及ぼす正の効果が大きいことがわ

かったので，経済発展段階を示す指標Iを組み込んだ生産関数を採用した(5)。

したがって計測式は次式である。

log (Y)=c+αL・log(L)+αF・log(F)+αT・log(T) 

+αrlog (1)…...・H ・..…(6-3)

(6-3)式の計測結果と解釈は以下のとおりである。

αLは異常に大きいが，減少傾向にある。 αFとαTは増加している。 αzは有

意である。したがってアフリカ農業は，その生産の大部分が労働投入量により

決定される原始的な状態にあるが〈6L近年は moderntechnologyも採用され

るようになってきているといえよう。ただし技術変化のバイアスは経常財使用
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的というよりはより機械使用的であり，土地一労働比の低下を反映した技術選

択ではないといえよう。また前述したように，経済発展が農業生産に及ぼす間

接的効果は大きい。

(ウ〉 ラテン・アメリカ

(6-1)のフィットは良い。 α4は約0.25であり，一定している。 αAも約0.35

であり，その変化は小さい。 αFの値は小さいけれども，増加傾向にある。 αT

は約0.25と4地域中最大であるが，あまり変化していない。

以上より，対象期間中に土地に対して経常財を使用する技術変化は生じたが，

労働に対して機械を使用する技術変化は生じなかったといえる。

(エ〉 ヨーロ ."1パ

αLは小さしその減少傾向は著しい。 αAは1963年と 1970年は同じである

が， 1980年には減少した。 αFは対象とする 4地域で最も大きく，かつ増加傾

向にある。 αTはあまり変化していない。

以上より，技術変化の方向は著しく労働節約的であるといえる。これは対象

期間中に農業労働力が大幅に減少した事実と対応している。また，労働や土地

に対して経常財使用的な技術変化が生じているといえる。

しかしαFの値はいずれの時期でも 0.5以上であり大きすぎると思われる(7)。

なぜこのように大きい αFが得られたのであろうか。ここでは以下のように考

えておく。

真の生産関数を

log (Y)=aA・log(A)+αL・log(L)+αpolog (め
+αT・log(T)+αR・log(R)…...・H ・..……(6-4)

とする。ここにRは農業部門における研究・開発・普及活動への投資である。

しかし実際に計測された式は (6-1)であるため， αFの推定値は上方への bias

をもっと考えられる(8)。

(4) まとめ

以上の結果よりつぎのことがいえる。対象とする 4地域において経常財使用



38 ..業縫合研究第43巻第3号

的な技術変化があった。その傾向は，土地一労働比の小さいアジアだけではな

く，大きいラテン・アメリカにもみられた。ヨーロッパの農業技術はとくに経

常財使用的であるが，その理由としては研究・開発・普及活動への投資等の非

慣行的投入の影響が大きいと考えられる。

4地域において労働節約的な技術変化があった。その傾向は，土地一労働比

が増加しているヨーロッパで顕著であっただけでなく，土地一労働比が減少し

ているアジアやアフリカにおいてもみられた。

注(1) 農業生産関数の計測においては，従来からコプ・ダグラス型が主に用いられてき

た。その理由は，計測が容易で~ること，かつ農業構造の実態のかなりの部分を説

明できる，ということにあろう。しかし，コプ・ダグラス型の生産関数では投入要

素閣の代替の弾力性はすべて 1であると仮定しているが，これは現実と異なってい

る。

川越(18)は投入要素の代替の弾力性をあらかじめIと仮定せずに， 2段階CES

生産関数を計測することにより求めた。荏開津・茂野 (3)，(4)は生産過程を BC

過程とM過程に分割し，その2つの過程は相互に完全に補完的であり，それぞれの

過程の内部では投入要素間の代替の弾力性は1である，と仮定した生産関数を計測

した。

以上のように，コプ・ダグラ丸型以外でもすぐれた農業生産関数が開発されてい

るが，本稿ではコプ・ダグラ丸型を用いる。その理由は，国際聞の生産関数計測で

ありかっ発展途上国が多〈含まれるため価格データや賃金データが不備であり， C 

ES生産関数の計測は困難であること， アグリゲートされた一国単位の生産関係を

扱うため BC投入と M投入の聞にはある程度の代替関係があると考えられるため

である。しかし，アジア農業のように稲作中心であって土地と労働がほぼ一定の比

率で結合しているケースでは，荏関津・茂野型生産関数のように BC投入と M投

入の補完性(あるいは土地とM投入の補完性〉を仮定するのが望ましいのかもしれ

ない。

(2) 対象とするアジアのすべての国で土地と労働がほぼ一定の比率，すなわち約 1ha 

/人であることは驚くべき事実といえよう。 この比率は外生的に決定されていると

考えることができるが(本稿ではその立場をとった)，アジア貸業の中心である稲作

では技術的に一定の土地に対して要求される労働量はほぼ一定であると考えること

もできる。その仮定のもとでは生産関数は荏開津・茂野 (3)，(4)により開発された

f log (y)=c+aA巾g(A)+aF占 g(F) ・…・…H ・H ・-…①
llog (Y)=d+αL・log(L)+αT・log(T) ........・H ・..…・②

もしくは荏開津 (5)により開発された
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(M〉一.d.!og(A)叫
!og (A)= d+BL'!Og (L)+BT.!og (T) .…...…....…...…....…...日…..④

の型となるであろう。実際，上記の2つのタイプの生産関数をアジアのデータにあ

てはめると，フィットは良好であった。

(3) 前述の荏開港・茂野型生産関数および荏開津型生産関数を仮定すると，いずれの

計測においても，土地の生産弾力性と労働の生産弾力性は減少傾向にあった。

(4) ここではコプ・ダグラス型生産関数を仮定している。したがってある生産要素F

の生産弾力性 aFの慣行投入係数和 a.d+aL+aF+aTに対する比が増加(減少〉す

る場合に，F使用的〈節約的〉技術変化とよぶ。しかし，aFの変化する方向と町F

/(α..1+αL+αF+αT)の変化する方向は同じケースが多L、。 したがってそのかぎり

において，aFが増加する技術変化は F使用的技術変化である。

(5) 1は経済発展の指標と考えられる。 Iの上昇に伴い，非農業起源の投入財の投入

水準が上昇することにより，農業の生産性が上昇してゆ〈。これはIの上昇が農業

に与える直接的効果と考えられる。同様にIの間接的効果も考えられる。 Iの上昇

に伴い，その国のイ γフラストラクチュアは充実し，教育水準や情報伝達機能も上

昇するで為ろう。その結果，農業の生産性は上昇するであろう。そのような経済発

展が農業に及ぼす間接的効果を把握するために 1を組み込んだ生産関数を計測し

た。異なる経済発展段階にある国をデータとして使用する国際間の農業生産関数で

は，1の影響が相当大きいと予想されたからである。しかし計測結果によると 1

の影響が有意であったのは77リカのみであった。したがってアフリカについての

み (6-3)を採用した。

(6) 土地が粗放的に使用され，経常財や機械もほとんど使用されず，生産が主として

労働投入量により決定される農業技術としては，焼畑農業がある。

(7) Hayami-Ruttanの先進国のみを対象主した農業生産関数の許測では， 肥料の生

産弾力性は0.19から0.23の範囲にあった。(Hayami-Ruttan(12)， p.145.) 

(8) 真の生産関数が

!og (Y)=C+αA'!Og (A)+aL・!og(L)+αF・!og(F) 
十αT・!og(T)+αR・!og(R)…H ・H ・....・H ・-(6-4)

であるときに，観測者は生産関数を

!og (Y)=c十aA'!og(A)+αL・!og(L)+aF・!og(F) 
+aT'!og (T)・H ・H ・H ・H ・..…(6-1)

とmis.specifyしたとしよう。そのときにFの生産弾カ性 aFの推定値の期待値は

E(aF)=UF+aFR'aR 

ただし aFRは !og(R)を !og(A)， !og (L)， !og (F)， !og (T)へ回帰したと

きの !og(F)の係数である。一般に Rが増加すれば Fは増加するであろうし，R

は A，L，TよりもFと相関が強いであろう。 したがって aFR>0となる。 αR>O
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であることはいうまでもないので，E(ap)>aFとなるであろう。くわし〈はJohn-

ston (l5Jを参照されたL、。

7. 成長会計分析

(1)方法

農業成長の要因を把握するために成長会計分析を行なう。投入要素の生産弾

力性は本稿の6で得られた値を使用する。また，対象期間中に生産弾力性が変

化しているため，各期の平均値を使用する。対象とする時期は 1963年から1970

年にかけてと， 1970年から 1980年にかけてである。使用する式は次式である。

〈すjY)=α.4.(AjA)+αL(LjL)+αF(FjF)+αT(TjT)

+(残差〉・ H ・H ・H ・H ・..(7-1)

ここに (XjX)はX の変化率である。

なおアフリカについては α1(1j1)が加えられている。

なおヨーロッパについてのみ労働生産性関数

log (y)=c十7J.4.o1og(a)+7JF・log(f)+ザT・log(t)・…....・H ・...…(7-2)

の計測より得られたパラメータを使用して，労働生産性成長の要因分析を次式

ωjy) = 7J.4.(aja) +守F・(jlf)+可T・(tjt) ............・ H ・..… H ・H ・-・(7-3)
により行なう。ただし y=YjL，a=Ajム f=FjL，t=TjLである。

(2) 分析結果と解釈

分析結果を第12表に示す。

まず全体としていえることだが，大きな負の残差が表われているケースが多

い。負の残差の主な原因は経常財の貢献 αF(Fjめが大きいことにある。その

理由の1っとしては本稿の6で述べたように αFの過大推定にあると考えられ

る。しかし， αFの値として，より小さく過去の国際間生産関数の計測より妥

当である値を使用しでも，結論はあまりかわらないことをつけ加えておく。

〈ア〉 アジア

アジアでは土地の生産弾力性と労働の生産弾力性を分離できない。そこでや
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や乱暴ではあるが， αA=αL=CαA+αL)/2と仮定して分析を行なった。

① 農業生産成長に対する土地の貢献はほとんどゼロである。これは，アジ

アでは土地の外延的拡大による生産増加がほとんどなかったことを示している。

② 労働の貢献は約15%である。

③ 経常財の貢献は最も大きい。アジアの農業生産の成長は主として経常財

の増投と BC技術の進歩により達成されてきたといえよう。

④ 機械の貢献は経常財の貢献のつぎに大きい。

〈イ〉 アフリカ

① 労働の貢献と経常財の貢献が大きい。

② 機械の貢献はわずかである。

③ 非農業労働力率の貢献は大きい。

アフリカではインフラストラクチュアの整備等の社会資本の充実が，農業開

発の戦略として重要であると思われる。

〈ウ〉 ラテン・アメリカ

ラテン・アメリカは分析結果が良好であり，残差の絶対値が小さい。また，他

の地域と異なり正の残差が発生している。

① 1963，...1970年は土地の貢献が労働の貢献に比較して大きかったが， 1970 

-1980年には逆になった。これは，土地一労働比が前期間には増加したが後期

聞には減少した事実と斉合的である。土地資源が豊富であるといわれるラテ

ン・アメリカでも土地の外延的拡大による生産成長はむつかしくなってきてい

ることをうかがわせる。

② 経常財の貢献が大きい。ラテン・アメリカのように土地一労働比が大き

い地域においても，経常財の増投と BC技術の進歩によって，高い農業生産の

成長を達成してきたことは注目に値する。

③ 機械の貢献が大きい。

(エ〉 ヨーロ'"パ

① 土地/労働およひ号機械/労働の貢献が意外に小さい。これは μ および

布T の推定値が過小に推定された結果であると考えられる。 対象期間における
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両変数の顕著な増加を考慮すれば，両者の貢献はもっと大きかったと考えられ

る。

② 経常財/労働の貢献は大きい。これは h の過大推定も影響しているで

あろうが，この期聞に労働当たり経常財投入の増加(および研究・開発・普及

活動〉によって労働生産性成長のかなりの部分を説明できるといえよう。

8. 研究・開発・普及活動についての考察

これまでの分析でヨーロッパ農業においては研究・開発・普及活動の果たす

役割が大きいことが示唆された。ここではBC技術の進歩と密接な関係がある

と考えられる農業における研究・開発・普及活動について簡単な計量的分析を

行なうことにする(1 )。

農業における研究・開発・普及活動について国際比較に耐えうるようなデー

タを得るには困難がつきまとう (2)。ここでは UNESCO(24)に thirdlevel 

educationの指標として掲載されている農林水産業分野の学生数を農業労働者

数で除した値を使用した。この数値は教育水準の指標であるが，同時に農業研

究活動の指標の lつであると考えることは十分可能である(3)。この値を R明と

する。まず

log (FJA)=c+r・log(R) .，.・ H ・..…………......・ H ・H ・H ・.....・ H ・..(8-1)

を計測した。この式は土地当たり経常財投入量と研究活動の関係を示すもので

ある。つぎに

log (YIA)=c十〆・log(R)+ f.log (FjA) ...・ H ・.....・ H ・.....・ H ・..(8-2)

を計測した。この式は土地生産性が研究活動および土地当たり肥料投入にいか

に関係するかを示す。

また，研究活動を表わす他の変数を用いた場合には結果がいかに異なってく

るか比較するために次の式を計測した。

log (FjA) =α+n.log (Ri)…...・ H ・..….....・...…...・ H ・.....・ H ・..(8-3-i)

log (YIA) = Ci'+rt'・log(Rt)+ f・log(FJA) ...・H ・..…………(8-4-i)
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各 Rtはそれぞれ，R，=研究支出 (USドル)/農業労働者 R2=研究者数/

農業労働者， Rs=研究支出/農産物価額，九=研究者数/農家戸数，である。

データの出所は Evensonand Kislev [6Jである。 なお利用できるデータの

制約のため， 16カ国を対象にして 1963年度の計測を行なった。

計測結果を第13表に示す。 (8-1)式では， log (R)の係数Tはすべて正で

あってRとF/Aは正の相聞があること，その相関は時とともに強くなってい

ることがわかる。

(5-1)式は log(F/A)=a.+ s，olog (1)であり， 比較のために再掲した。

(8-1)式と (5-1)式を較べると，F/Aの決定については 1963年と 1970年に

はIの影響のほうが Rの影響よりも強いが 1980年には逆転していることがわ

かる。

つぎに (8-2)式の計測結果をみよう。 1963年にはY/Aの主たる決定要因は

F/Aであったといえる。しかし時とともに相対的にF/Aの影響は弱くなり R

の影響は強くなっている。

つぎに，参考のために掲載した (8-3)式および (8-4)式の解釈に移る。 (8-

3)式はいずれも各品の係数は正かつ有意であり，研究活動の増大は土地当た

り経常財投入を増加させることを示している。また各回帰式のフィットは (8-

1)式に較べて良好であるが，このことは各九がRと較べて説明変数として優

っていることを示しているのか，それとも標本数が減ったぶんデータの精度が

向上したことによるのか，この限りでは一義的に判断出来ない。

(8-4)式ではいずれの Riの係数も有意ではなく Y/AはほぼF/Aにより決

定されることを示している。その点では (8-2)式における Rのほうが t値は

大きく，研究活動も土地当たり肥料投入ほどではないが土地生産性の上昇に対

して正の影響を与えることを表わしており，優っているといえよう。

いずれにせよここでは研究活動が土地当たり経常財投入および土地生産性の

増大に対して正の影響を及ぼすこと，しかもその影響は近年ますます強くなっ

ていることを確認した。

注(1) 農業における研究・開発投資についての計量経済学的研究では，例えば以下の業
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績がある。 GrilichesClOJはアメリカの 39州を対象として生産関数を計測するこ

とにより，研究・開発投資の生産弾力性は0.59で為るがその限界報酬は13と高い

ことを示した。秋野 (1)は日本の生産関数の計測により，研究・普及活動への投資

は，その生産弾力性は0.15であるがその限界報酬は17.5と高いことを示した。ま

た個別の作物についての研究・開発投資では. Gri1iches (9)のhybridcornに

関する研究， 秋野 (1)の水稲品種改良に関する研究， 李 (20)の水稲新品種「統

一」についての研究等がある。

(2) 近年，菊池(19)は，アジアにおける稲についての研究活動の1つの指標として

「稲に関する論文数」を提唱した。

(3) 大学は教育活動を行なうとともに研究活動を行なっている。したがって食業分野

の学生定員数は農業研究活動の規模や予算とも関連しているであろう。それを農業

労働者数で除することにより，農業労働者l人当たり研究活動を表わす代理変数で

あると考えた。

9. おわりに

これまでの分析により明らかになった事実をまとめておく。

① 国際間の土地生産性の格差は主として，経済発展の遅れた地域では土地

当たり労働投入量により決定されるが，経済発展が進むと土地当たり肥料投入

量により決定される。

@ 労働生産性の格差は，土地一労働比が比較的大きい地域では労働当たり

トラクター投入量の影響が大きく，土地ー労働比があまり大きくない地域では

♂労働当たり肥料投入量の影響が大きい。

③ 土地当たり肥料投入量と労働当たりトラクター投入量に対して，経済発

展水準が強い影響を及ぼすが，特に後者に与える影響が強い。

④ 農業生産技術については，対象とする全地域において，労働を節約し，

経常財を使用する方向へ変化する傾向がみられた。

⑤ 1963年から 1980年にかけて， 農業生産成長の主たる要因は，その資源

賦存状況の知何にかかわらず，経常財の貢献であった。この傾向は今後ますま

す強くなるものと考えられる。

@ 先進地域〈ヨーロツノ~)においては，研究・開発・普及活動への投資が
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農業生産性へ与える影響が大きいことが示唆された。
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